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一般質問（※この内容は各議員責任のもと作成しています）
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　　私たち住民は、昭和６２年当時、下水道整備の必
要性を理解し、汚水管整備を開始した。下水処理場が
本町の地先に建設されたことで、本町においては集
中的に汚水管渠の整備が必要となり、平成３年から
平成１２年までのわずか１０年間で町域全体の９
０％以上の敷設工事を終えた。当たり前ですが、一気
に敷設工事を行うため、その１０年間の間に一気に
借り入れを起こした。そして、その借り入れを返済す
るために４０年余りの歳月をかけて１００億円以上
の返済を私たちは行って来た。そしてやっと現行の
料金から利益が生まれ出したら、その利益は、４条の
会計上の不足に充て、残りは積み立てる。それでは、
あまりにも今の世代の負担が大きすぎる。町長、今回
わたしは、『物価が高騰してるから負担を減らして欲
しい』とか『補助金を出して欲しい』とか言っている
のではない。下水道事業会計の中で、大きな純利益が

発生している。いや、やっとそういう状況になった。
それなら下水道使用料を引き下げて適正な料金にな
るように改訂をしなければならないと申し上げてい
るんです。杉原町長の考えを伺いたい。

　　〈町長〉下水道事業における経営状況について
は、汚水管渠の老朽化対策が控えてはいるが、時間的
猶予はあるとの事。また下水道使用料の漸減度合い
は、一定期間であれば下水道使用料の総額からいく
らか減額できると担当課から報告を受けている。急
速に進行する人口減少、節水機器の普及、維持管理費
の上昇により経営環境は厳しさを増すばかりだが、
今後の下水道事業経営の安定性とサービスの向上に
資する使用料体系を構築するよう指示すると共に、
使用者の皆様へ可能な限り、広く黒字を還元するよ
うあわせて指示をしてまいる。

　　現行の対策計画が最終年度を迎える。今後の取
り組みにおいて、ゲートキーパー養成事業など、一層
充実した取り組みを求める。

　　〈健康福祉部長〉自殺予防は社会全体で取り組む
必要があり、同じく改訂を迎える地域福祉計画と一
体的に計画を策定していく。ゲートキーパーの養成
も大変有用であると考えている。

　　防犯カメラは犯罪の抑止に非常に重要なもので
ある。守秘に関する規程、苦情対応に関する規程、保
守点検に関する規程など、今後も増設が予想される
からこそきちんと規程に入れるべきではないか。

　　〈町長公室兼自治防災課長〉見直しについて検討
していきたい。

　　平素からの備蓄も重要であるが、災害時に備蓄品

が保管場所から避難所へ、そして必要とする方へス
ムーズに届けることができるよう訓練すべきではな
いか。

　　〈町長公室次長兼自治防災課長〉物資配送マニュ
アル策定について現在着手中であり、準備等が整い
次第実働訓練を行う。

　　公民連携は地方行政の重要施策であるが、実際
の取り組みとしてはそのように感じられない。公民
連携を実施していく環境整備として、公民連携デス
クの設置やガイドラインを策定すべきではないか。

　　〈町長〉大阪府の公民連携のノウハウを活かし、
積極的に推進していく。デスクの設置は人員的に難し
いが、ガイドラインの策定については研究していく。

　　PRイベントに本町も積極的に参加をすべきで
はないか

　　〈町長公室長〉参加を検討していく。

自殺対策について

公民連携について

転入・定住促進に向けた取り組みについて

答

答

防犯カメラの運用規程について

災害救援物資の物流について

問

問

答

答

答

問

問

問
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下水道事業会計と下水道料金について

議員前川　和也 （大阪維新の会・呈祥会）

議員松井　匡仁 （無所属の会）
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れて引き下げよ。

　　〈健康福祉部長〉繰り入れる考えはない。

　　認定審査の結果により、介護度が低く認定され困る人
が出ている。必要なサービスが受けられるよう、ケアマネ
などの意見も反映されること。

　　〈健康福祉部長〉国の判定基準に基づき実施している。

　　２０１１年火災報知器の義務化で、本町は障がい者や
６５歳以上の一人暮らしの高齢者に支給、取付もされた。１
０年以上たって期限切れになっている。引き続き、町で対応
されよ。

　　〈健康福祉部長〉設置以降の対応は各家庭で行って頂き
たい。

　　住宅用火災報知器の重要性、効果は？

　　〈消防次長兼予防課長〉火災報知器を設置する事で、火
災発生時の死亡リスクや損失の拡大リスクが大幅に減少
する。

　　防災・減災対策にどのように取り組むのか。

　　〈町長公室次長兼自治防災課長〉災害協定の締結を
はじめ地域防災計画、災害時に業務を的確に行えるよ
う改訂を行い、備蓄品の整備をする。

　　健康事業、介護予防の取り組みは。

　　〈健康福祉部次長兼保検課長〉産前から産後、子ど
もから高齢者まで、誰もがいきいきと暮らせるよう取
り組みをしているし更に進めていく。

　　耳の聞こえが認知症につながっていく、難聴の早
期発見に向けた取り組みとして聴力検査や購入費用の
助成拡充を。

　　〈健康福祉部長〉実施してないが、聴力検査をし対
策をする事で認知症に効果がある事は認識はしてい
る。助成の拡充は慎重に検討すべきと考えてる。

　　がんだけでなく病気や脱毛症で苦しい思いをされ
ている方へも助成拡充を。

　　〈健康福祉部次長兼保検課長〉4月から事業を開始
する。これは決してゴールではないのでご理解を。

　　これまでの要望でも定期接種化になればとの答弁
で、ようやく定期接種化になった。開始時期と対象者や
助成額は。

　　〈健康福祉部次長兼保険課長〉65歳以上の高齢者が
対象で、自己負担の半額の助成で実施。

　　犯罪の抑止力、防犯対策である住宅用防犯カメラ
やモニター付きインターホンなどの購入、設置費用の
助成を。

　　〈町長公室次長兼自治防災課長〉防犯カメラの重要
性は理解している。 補助をしている自治体の調査をする。
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災害に強いまちづくりについて

誰もがいきいきと暮らせる
　　　　　　　　まちづくりについて

補聴器助成について

問

問
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アピアランス事業について

答

帯状疱疹ワクチンについて

答

答

答

　　広報忠岡１月号のエコレポでは焼却量が約１０倍の２
２０トンになる事が意図的に書いていない。載せるべきだ。

　　〈産業住民次長兼生活環境課長〉意図的に知らせない
といった認識はない。

　　産廃ごみは国基準を守るから安心だと書いているが、
今だに何を燃やすか分からない。環境悪化による危険性が
ある。計画は中止すべきだ。

　　〈産業住民次長兼生活環境課長〉環境基準にない新た
な有害物質が判明した場合は国による適切な対応が行わ
れると考えている。

　　府下では半数近くの市町村が、小中学校の給食無償化
を実施している。本町でも早期の検討を。

　　〈教育部長兼教育総務課長〉国に早期実現を要望していく。

　　介護保険料は本人が非課税であっても、世帯に課税者
がいたら年間７６,７６０円になる。一般会計から繰り入

産廃焼却施設誘致計画の
　　説明責任をはたさない町の姿勢を問う

学校給食の無償化を早期にされること

高い介護保険料の引き下げを

要介護認定は必要な人が必要なサービスを
　　　　　　受けられるようにされること

住宅用火災報知器の設置を町でされること
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小島　みゆき 議員 （公明党）

議員河野　隆子 （日本共産党）

防犯について
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総務事業常任委員会視察報告 令和７年１月22日 ・ 23日

〇令和５年８月１５日に鳥取市で発生した豪雨災害に
ついて、実際に現場で陣頭指揮をとった市担当者から
当時の状況と対応、そして今後の課題などを伺い、本町
においても起こりうる河川氾濫や洪水に対しての準備
や対策の調査研究を目的に視察を行いました。先ずは、
鳥取市がこの豪雨災害において死者・行方不明者だけ
ではなく一人の負傷者も出さなかった理由として挙げ
られていたことは、市民の防災意識を高め、自主防災組
織の構築が出来ていたこと、そしてタイムラグの無い
正確な情報伝達機能を備えていたことでありました。
又、反省点と致しましては、一度に複数の避難所を開設

松井委員長・前川副委員長・北村委員・河野委員・今奈良委員

　【令和７年１月２２日】
（鳥取市）令和５年８月１５日、台風７号による豪雨災害時の対応と課題について

するにあたり、人員と輸送手段の確保が困難を極め、住
民の受け入れに時間を要したことを挙げられていまし
た。最後に今後の課題として開設避難所が今回以上に
増加、長期化した場合の人的、物的支援の受け入れ態勢
の確保や支援物資等の配送手段の確保、断水が長期化
した場合の入浴支援、ボランティアセンターの設置方
法、災害廃棄物の処理方法など、事前に検討しておくべ
き課題などのアドバイスいただきました。私たち総務
事業常任委員会メンバーは、この行政視察で得たもの
を今後の忠岡町の防災、減災対策に生かして行きます。

　計画準備段階から民間の参画により開始された事業
であるため、民間企業のネットワークを最大限に生か
した企業誘致が行われている。現在は、シェアオフィス
やコワーキングスペース会員企業は４０社が入居して
おり、その中には鳥取銀行や大和証券、日本海新聞など
の大手企業をはじめ、東京都内のシステム開発企業や
インターネット広告会社等も入居している。視察を
行った１月２３日も入居企業が業務を行っていた。

　【令和７年１月２３日】
（八頭町隼Lab）廃校舎の再生利用事業と地域コニュニティーの活性化について

　また、地域コミュニティの複合施設としての役割も
大きく、１階のカフェでは、地域の女性たちが歓談をす
る姿が見られた。このカフェの経営など民間運営会社
が行うイベントや事業により、年間来場者数は６６０
００人に上り、会場以来運営会社は黒字経営を継続し
ている数少ない成功事例と言える。今後、少子化が加速
する本町においても非常に興味深い取り組みであっ
た。

【鳥取市災害対策本部において説明を受けました】

【学校の校舎や教室をそのまま利用してオフィスにしています】

総務事業常任委員会視察報告
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各種報告・編集後記


